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１ 温暖化対策にかかる総額について、政府は明確にするべきだ。 

  

・再エネ全量買い取り制度の実績を参考にすると、約３％のＣＯ２削減のために毎年約３兆

円の賦課金が徴収されており、１%の CO2削減のために毎年１兆円程度の費用がかかってい

る。 

・２６％から４６％まで深堀りするとなると、その差は２０％である。単純に計算しても、

追加で毎年２０兆円の費用がかかることになる。人口１億人とすれば、追加で毎年１人２０

万円、４人家族世帯であれば８０万円となる。莫大な負担になる 

・総額でどの程度の費用がかかるのか、政府は明確にして国民に示すべきである。 

 

２ 「政策のカーボンプライシング」を実施すべきである 

 

・費用の高騰を防ぐための制度設計として、「政策のカーボンプライシング」を提案する。 

・すべての政策について、実施前、実施中、実施後に、何円の費用で何トンのＣＯ２が削減

できるか計算し、毎年レビューすべきである。 

・そのさい、一定の「炭素価格」を設定し、政策を合理化する指針にすべきである。 

・2017 年の地球温暖化対策プラットフォーム報告書では、日本の温暖化対策費用は、すで

に 1トンあたり 4000 円を超えている。 

・以下を提案する： 炭素価格を 1トンあたり例えば 4000 円と設定する。政策は全てこ

の炭素価格を用いて費用対効果を分析し、それを参考として、安全保障なども考慮しつつ、

政策実施の可否を決める。 

 

３ Ｊクレジット等について 
 

・「日本の製造業が海外 IT 企業などのサプライチェーンに生き残るためには、日本は再エ

ネの比率を上げなければいけない」という意見があるが、原子力が再稼働すれば日本は EU・

米国と比べてゼロエミッション電源が不足しているわけではない。重要なことはＣＯ２の

クレジットやゼロエミ電力を必要とする企業が安価に購入できる制度を作ることである。

性急な再エネ大量導入はコストアップになり企業の競争力を削ぐ。（添付３ 実はゼロエミ

電源が有り余っている日本 強引な再エネ大量導入は有害無益） 

 

４ 災害についての統計データについて 

 

・災害に関する統計データの整理と分析を事務局は体系的に実施して本会合に提出すべき

である。そして、それをベースとして本会合で議論すべきである。挙証責任は、国民に多大
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な負担を課する温暖化対策を実施しようとする事務局側にある。以上は第１回会合から毎

回意見し両座長の賛同も得ているが未だ実現していない。事務局に次回会合までの資料提

出を求める。 

 

５ 第４・５回会合での江守委員資料に関して 

 

・詳細は添付１，２をご覧ください。以下はポイントのみです。 

A) 降水量の変化について。江守委員は 1975年以降という短い期間を切り取って大きなト

レンドを見出し、それが地球温暖化の影響であるかのように説明しています。しかしこ

のような短い期間のデータからかかる結論を出すことは、誤りです。 

B) 台風について。江守委員意見には「東京への接近数が増えている」とありますが、まず

第１に、論文では地球温暖化との因果関係ははっきりしない、と結論してあります。第

２に、もっと重要なことですが、接近数が増えているのは過去 40年間です。これは長

期的なトレンドを読み取るには短すぎます。実際のところ、1950 年以降という長期間

で見ると、東京へ接近する台風は増えていません。この論文を根拠にして「東京への接

近数が増えている」として、それをあたかも地球温暖化の影響であるかのように言うの

は、誤りです。 

C) 気候モデルの気温上昇について。気候モデルシミュレーションの大半が過去の気温上

昇を過大評価していることは、厳密な統計分析の結果として指摘されています。 

D) 気候モデルのチューニングについて。モデルではチューニングという習慣が広範に存

在します。そこでは気候感度などの出力結果を見ながら雲のパラメータなどを操作し

ています。いまや気候モデルは多大な経済負担を伴う温暖化対策を実施すべきか否か

を検討するために使われているのですから、民主的な意思決定に資するため、モデルは

ブラックボックスであることを止め、チューニングをどのように行っているが、その過

程をくわしく記述して、透明性を高くすべきです。このようなモデルのチューニングに

ついての情報を整理分析しこの合同会合に資料提出することを、事務局に要請します。 

 
 
添付１ 第４回会合の江守委員追加資料への回答 
 
以下、第４回会合の閉会後の江守委員の追加資料 
https://www.env.go.jp/council/06earth/y0620-4b/add01.pdf 
についての回答です。 
 
江守委員意見： 

https://www.env.go.jp/council/06earth/y0620-4b/add01.pdf
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―＞ならばおっしゃることを事務局はきちんと説明すべきです。気候感度がいくらであり、

炭素循環フィードバックがどの程度であれば４℃上昇がいつまでに起きうるか、といった

ことです。現状の事務局資料では「温暖化対策をすれば RCP2.6 で２℃になるが温暖化対策

なかりせば RCP8.5 で４℃になる」、という説明になってしまっているので修正すべきと思

います。 
 
江守委員意見： 

 
―＞これについては後述の「第５回会合の意見への回答」で別途回答します 
 

 
 
―＞ これについては後述の「第５回会合の意見への回答」で別途回答します 
 
 



5 
 

 
―＞大規模な水害に至るのは１０分や１時間といった短時間雨量よりも日雨量の方が関係

が深いと考え、そちらを持ち出したまでです。 
そもそもこういった統計資料の整理と分析は事務局が体系的に実施して本会合に提出す

べきことであり、小生はそれを第１回会合から言い続けているのに実現していません。委員

として１つデータを出したらチェリーピッキング（良いとこどり）だと批判するのは筋違い

です。 
 
添付２ 第５回会合の江守委員資料への回答 
 
以下、第５回会合にての、江守委員の意見 
https://www.env.go.jp/council/06earth/y0620-5b/ref01.pdf 
へ回答します。 
 
１ 日降水量について 

 
江守委員は、以下の意見を述べています。 

 

1975 年以降という短い期間を切り取って地球温暖化の影響であるかのように説明するの

は誤りです。 

https://www.env.go.jp/council/06earth/y0620-5b/ref01.pdf
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このような短期的なデータでは、数十年規模の自然変動等の影響を受けるため、地球温暖

化の影響であると断言できません。このことは、気象庁が、ホームページ上の「長期変化傾

向（トレンド）に関するよくある質問」のコーナーではっきり述べています 2： 

 

「Q：アメダスによる気温や降水量の長期変化傾向は、地球温暖化やヒートアイランド現象

の影響によるものであると言えますか？ 

 

A：可能性はありますが、断言はできません。アメダスの統計期間のように数十年程度の

期間で求めた長期変化傾向は、年ごとや数年から数十年の自然変動や、異常気象などの極端

に大きい（小さい）値の影響を強く受けることがあります。そのため、直ちに地球温暖化や

ヒートアイランド現象の影響によるものとは言えません。確実な評価を行うためには更に

データを蓄積する必要があります。」 

 

そして、気象庁レポートでも、P38 において、「大雨や短時間強雨の発生回数は年々変動

が大きく、それに対してアメダスの観測期間は比較的短いことから、長期変化傾向を確実に

捉えるためには今後のデータの蓄積が必要である」とはっきり書いてあります。3 

 
 筆者の第４回会合での意見では、長期にわたる一日雨量の年最大値の分析として、Fujibe 
2013 では統計的に有意な増大が無かったことに言及しています。 
 直近までのデータを加え、統計解析をすれば、統計的に有意な結果が出る可能性はありま

す。 
ただし、産業革命前以来１度の気温上昇に対してクラウジウスクラペイロン関係では

７％ですから、地球温暖化の影響は、あるとしてもせいぜいその程度の雨量増大になると思

われます。 
江守委員意見にある１０年で３．５％のトレンドは、地球温暖化の影響というには大きす

ぎます。 
このような短期間の大きなトレンドがあたかも地球温暖化の影響であるかのように言う

のは誤りです。 
 
また、来る返しになりますが、統計資料の整理分析をすることが必要だということは、こ

の会合で第１回以来言い続けてきたことです。挙証責任は、国民に多大な負担を課する温暖

化対策を実施させようとする事務局側にあります。 

                                                  
2 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/qa_trend.html 

3 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/2018/pdf/ccmr2018_all.pdf 

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/qa_trend.html
https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/2018/pdf/ccmr2018_all.pdf
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 さて江守委員は、以下のように続けています： 
 

 
 
大雨の持続日数の長さが災害につながることもあるのは、そういうこともあるかと思い

ますが、これも統計を整理して議論すべきです。これもぜひ事務局にお願いしたいと思いま

す。エピソードを１つ取り出すだけでは科学的な説得力を持ちません。 
 
さて、このグラフも、前述のもの同様、1975 年以降の統計だけなので、長期的なトレン

ドを読み取るにはふさわしくありません。 
 
繰り返しますが、統計をきちんと事務局が整理し、分析し、それをベースとして委員会の

場で議論すべきです。挙証責任は、国民に多大な負担を課する温暖化対策を実施しようとす

る事務局側にあります。 
 
２ 台風について 

 
江守委員は以下のように述べています： 
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資料を準備していただいたことには感謝しますが、見せていただいたグラフだけではほと

んど情報が無く論評できません。将来予測や方法論も合わせてご説明願えれば幸いです。 
 
「東京への接近数が増えている」という件ですが、まず第１に、根拠として提示いただいた

下記論文 

Yamaguchi, M., & Maeda, S. (2020). Increase in the number of tropical cyclones 

approaching tokyo since 1980. Journal of the Meteorological Society of Japan, 

98(4), 775–786. https://doi.org/10.2151/jmsj.2020-039 

 
のアブストラクトを読むと地球温暖化との因果関係ははっきりしないと書いてあります。： 

 “The relationship between the changes in TC characteristics over the last 40 years and 
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global warming is unclear.” 

論文中では自然変動（PDO）の影響かもしれない、と書いてあります 

また、第２に、もっと重要なことですが、接近数が増えているのは過去４０年間です。前述の

ようにこれは長期的なトレンドを読み取るには短すぎます。 

実際のところ、この論文の Fig２を見ると、1950年以降という長期間で見ると、東京へ接近

する台風は増えていません： 

 

 

まだこの論文を知ってから日が浅いのでよく読み込めておりませんが、以上の点を基に考え
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ると、この論文を以て「東京への接近数が増えている」として、それをあたかも地球温暖化の影

響であるかのように言うのは、不適切であると思います。 

 
３ 気候モデルの気温上昇について 

 
江守委員の意見： 

 
 
熱帯対流圏にとどまらず、対流圏全体にわたってモデルが過去の気温を過大評価してい

る点は下記の McKitrick 論文で厳密な統計分析の結果として指摘されています。 

McKitrick, R., & Christy, J. (2020). Pervasive Warming Bias in CMIP6 Tropospheric 

Layers. Earth and Space Science, 7(9). https://doi.org/10.1029/2020EA001281 

 また Po-Chedley 論文では衛星観測だけが比較されていますが、一部の衛星観測は気温上

昇速度が高すぎてラジオゾンデや再解析データセットとの一致が悪いことが指摘されてい

ます。Po-Chedley 論文の結論もその影響を受けており、一部の衛星観測データを除けば、

結論が大幅に変わる可能性があります。また、ラジオゾンデや再解析データセットとの比較

も必要です。 
  
他方で、McKitrick 論文では、衛星観測だけでなく、ラジオゾンデと再解析データセット

も比較されています。 
  
以下、拙著「地球温暖化のファクトフルネス」 
https://cigs.canon/publication/books/20210215_5628.html 
からの抜粋をしておきます。図４６、図４７とあるのが、：McKitrick 論文からの抜粋で

す。 

https://cigs.canon/publication/books/20210215_5628.html
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４ 気候モデルのチューニングについて 

 
江守委員は以下のように書いています 
 

 
 
「モデルが過去をよく再現するという制約条件を与えて不確実パラメータを拘束」という

ことと「気温上昇のシミュレーション結果を見ながらパラメータを調節する」というのは、

そうはっきりと区別できないものです。 
実際に、マックスプランク研究所の Mauritsen2020 論文では「モデルのバグをとったら

気候感度が７℃になってしまった。そこで気候感度を３℃にすることを目標にして雲のパ

ラメータを調整した」として、その過程を詳しく論文にかいています。 
 

 

Mauritsen, T., & Roeckner, E. (2020). Tuning the MPI-ESM1.2 Global Climate Model 

to Improve the Match With Instrumental Record Warming by Lowering Its 

Climate Sensitivity. Journal of Advances in Modeling Earth Systems, 12(5). 

https://doi.org/10.1029/2019MS002037 

気候感度を目標にしてパラメータを変えるということは、過去の再現をよくするためだ

とも言えるけれども、将来の気温予測を調整することにも相当します 
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なお気候モデルのチューニングについては下記の Hourdin や Voosen の論文もあります。

これら論文ではチューニングという習慣が広範に存在し、どのモデルもチューニングを行

っていると書いています。そして、モデルはブラックボックスであることを止め、透明性を

上げることが重要だと書いています。 
 

Hourdin, F., Mauritsen, T., Gettelman, A., Golaz, J. C., Balaji, V., Duan, Q., Folini, D., 

Ji, D., Klocke, D., Qian, Y., Rauser, F., Rio, C., Tomassini, L., Watanabe, M., & 

Williamson, D. (2017). The art and science of climate model tuning. Bulletin of 

the American Meteorological Society, 98(3), 589–602. 

https://doi.org/10.1175/BAMS-D-15-00135.1 

 Voosen, P. (2016). Climate scientists open up their black boxes to scrutiny. 

Science, 354(6311), 401–402. https://doi.org/10.1126/science.354.6311.401 

いまや気候モデルは多大な経済負担を伴う温暖化対策を実施すべきか否かを検討するた

めに使われているのですから、これら論文が主張するように、チューニングをどのように行

っているが、その過程をくわしく記述して、透明性を高くすべきです。これが、どの程度の

温暖化対策をすべきかということの重要な検討材料になります。 
このようなモデルのチューニング過程についての情報を整理分析し提示することを、事

務局に要請します。 
 
以下、拙著「地球温暖化のファクトフルネス」 

https://cigs.canon/publication/books/20210215_5628.html 
からの抜粋です： 
  
 

https://cigs.canon/publication/books/20210215_5628.html
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添付３ 実はゼロエミ電源が有り余っている日本 強引な再エネ大量導入は有

害無益 
 
 



2021/4/23 エネルギーフォーラム わが国唯⼀の総合エネルギー専⾨誌

https://energy-forum.co.jp/online-content/4634/ 1/3

TOP 電⼒ ガス ⽯油 原⼦⼒ ⽕⼒ 新エネ デジタル 環境 政策

【コラム／4⽉5⽇】実はゼロエミ電源が有り余って
いる⽇本 強引な再エネ⼤量導⼊は有害無益

2021年4⽉5⽇

杉⼭⼤志／キヤノングローバル戦略研究所研究主幹

⼀部の海外IT企業が、⾃⾝がゼロエミッション（脱炭素）宣⾔をするのみならず、サプライチェーンにも
ゼロエミを義務付けるという動きがある。これを受けて、「⽇本の製造業が海外IT企業などのサプライチ
ェーンに⽣き残るためには、⽇本はゼロエミ電源の⽐率を上げなければいけない」という議論がある。

もちろん、原⼦⼒の再稼働によってゼロエミ電源⽐率を上げるならば、安価かつゼロエミの電⼒供給にな
るから、何も問題はない。だが、再⽣可能エネルギーの⼀層の⼤量導⼊によってゼロエミ電源⽐率を上げ
るというならば、コストの問題が⽣じる。コストがかさんでしまっては、CO2うんぬん以前にサプライチ
ェーンに⽣き残れない。

前回は、国として再エネの⼤量導⼊をするのではなく、事業者の冷静な対応として競合相⼿や海外IT企業
⾃体の振る舞いを⾒て、必要ならば国際的に再エネ証書を調達するなどの⽅法があると書いた。今回は、
じつは⽇本のゼロエミ電源はあり余っていることを⽰そう。

海外企業がサプライチェーンに対してゼロエミを義務付けるといっても、全ての企業がそうする訳ではな
く、世界全体での割合で⾔えば、ごく限定的になるだろう。ここでは仮に「⽶国とEUの全ての企業が輸⼊
品に対してゼロエミ電源100％を義務付ける」と想定した上で、⽇本の輸出のために必要なゼロエミ電源
の量を勘定してみよう。

⽇本の対世界の輸出総額は2019年において7億600万ドルだった。このうち、対EU輸出総額は8200万ドル
で、対⽶輸出総額は1億4000万ドルだった。従って対EUと対⽶を⾜すと2億2200万ドルであった。これは
輸出総額の31%にあたる。（以上データは⽇本貿易振興機構・ジェトロ）これに対して⽇本のGDPは51億
5400万ドル（ジェトロ）だったから、⽶国とEUへの輸出合計⾦額はGDPとの⽐率では4.3%に過ぎない。

ここでGDPを１円⽣み出すための電⼒消費と、１円の輸出をするための電⼒消費を等しいと措くと、⽇本
の電源の4.3%だけゼロエミになっていれば、それを使うことで⽶国とEUへの輸出製品は全てゼロエミ電源
で賄えることになる。具体的な業務⼿続きとしては、輸出する製品について投⼊電⼒量を計算し、実際に
それだけのゼロエミ電⼒を買えばよい。もしそれで⾜りなければ、それに⾒合うだけのゼロエミ電⼒の証
書である「⾮化⽯証書」を買えばよい。

⽇本のゼロエミッション電源⽐率は18年度で23%であった（図１）。これは30年度には44%になる予定だ
から、これならばゼロエミ電源は全ての輸出を賄ってなお「有り余っている」。
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図１ ⽇本の電源構成

もしも強引に再エネを⼤量導⼊して電気料⾦が⾼騰すれば、⽇本の製造業は壊滅するだろう。そうではな
く、原⼦⼒の再稼働を進める⼀⽅で、輸出するために必要な企業は⾮化⽯証書を買い求めやすくするよう
な制度設計をしていけばよい。

輸出する企業だけがゼロエミ電⼒を購⼊したり⾮化⽯証書を買ったりするというのは、いかにもいびつに
感じるかもしれない。けれども、どこの国も似たようなことをやることになると⾒る。例えば⽶国の電源
構成を⾒ると、⽇本同様に化⽯燃料が半分以上を占めている（図2）。このためすべての企業がゼロエミ
電源に切り替えることは不可能で、⼀部の企業しかゼロエミ電源にはできない。

図2 ⽶国の電源構成

またしばしば、⽇本と欧州諸国を⽐較して、こんな意⾒も聞く。「フランスは原⼦⼒発電が多いから⽕⼒
発電の多い⽇本よりCO2原単位が低くて、今後の⾃動⾞⽣産は⽇本ではなくフランスでやることになるの
ではないか」「スウェーデンの⽔⼒を使ってCO2ゼロのバッテリーを造ると、⽇本の電源構成では太⼑打
ちできない」――。

けれども、EU全体として⾒てみれば、⽇本と⼤して電源構成は変わらない（図3）。ということは、EU企
業が出来ることと⽇本企業が出来ることはさほど変わらないはずだ。つまりEUの企業がフランスの原⼦⼒
の電気を買ったり、スウェーデンの⽔⼒の電気を買ったりしているのと同じことを、⽇本もやればよい。
例えば⽇本にバッテリー⼯場を建てるとき、ゼロエミにしたければ⽔⼒の電気を買えばよいことだ。ある
いは、⽇本の⾃動⾞⼯場も原⼦⼒ないしは太陽光によるゼロエミ電⼒を買えばよい。

⽇本にゼロエミ電源は有り余っている。「⽇本製造業がサプライチェーンに⽣き残るための再エネ⼤量導
⼊」なる考えは、百害あって⼀利なしである。
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図３ EUの電源構成
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